2007年度事業計画
はじめに　
１．政策課題への対応
２．障害者権利条約関連の課題推進
３．第二次「アジア太平洋障害者の十年」の推進
４．国会・厚労省等への要請および啓発活動
５．広報活動、情報通信活動
６．組織ならびに財政の強化
はじめに　
　2007年度の障害分野をどう展望するかであるが、政治や経済動向の不透明さもあって、容易には読みづらいものがある。最大の関心事である社会保障政策については、残念ながら引き続き後退基調の可能性が大きい。そんな中にあって、私たちＪＤが取り組まなければならない課題は、はっきりとしている。主なものとして、次の三点があげられる。

　その第一は、障害のある人びとの課題をもっと「社会化」していくことである。社会全体として、障害のある人びとのことを考え、改革のための行動に共に参加してほしいということである。後述する障害者権利条約の批准（国会承認）にしても、障害者自立支援法(以下、自立支援法)の根本的な転換にしても、その成就には社会の強力な支持と支援がなければ果たせるものではない。この点で不可欠の条件になるのが、障害団体の中央や地方でのまとまりである。まとまりがないところに、社会の理解など得られようはずがない。ＪＤ加盟団体の結束を強めていくことはもとより、わけても問われるのがＪＤＦの連携をバージョンアップしていくことである。

　運動の方法や形態についても工夫が求められる。身近なところでは、ＪＤ本体ならびに加盟団体の広報活動(機関紙・誌、ホームページなど)について、内容や発行部数などの面でもう一段の改良が必要となろう。ＪＤＦに移された「イエローリボンバッジ」(権利条約の批准促進のシンボルマーク)の普及運動も、「社会化」のための有効なツールの一つとなろう。

　第二は、障害者権利条約をめぐる動きを主体的に切り開いていくことである。国連総会で採択が成った権利条約であるが、わが国の目下の課題は、条約の水準に沿って障害関連の国内法制を拡充していくことであり、合わせて｢障害者差別禁止法｣や自治体での「差別禁止条例」の制定に展望を開いていくことである。大切なのは、批准を目的化することなく、あくまでも前述した課題を実質化させていくための｢テコ｣にしていかなければならないということである。ＪＤとしては、まずは権利条約の内容を正確に押さえることであり、加盟団体のそれぞれが個々の立場や専門的な視点から条約(条文)に丁寧な検証を加えることである。

　第三は、自立支援法の出直し的な見直しを探求していくことである。とはいえ既に施行に移されている自立支援法であり、緊急の修復策を求めながら、他方で「三年後見直し規定」(自立支援法附則第３条)への備えを怠らないことである。緊急の修復策に関わっては、昨年末に取りまとめられた「特別対策」の恒久継続を求めながら、応益負担制度の撤廃と報酬単価の引き上げ(当面は、施行前の水準にまで)をめざしていきたい。加えて、「障害程度区分」についても抜本的な見直し提言を行なっていきたい。

また、「三年後見直し規定」に関わっては、①所得保障（無年金障害者の全面解消と、障害の重い人たちの地域での自立生活を可能とさせる最低限度の所得保障の確立）、②障害範囲（障害の谷間を生み出すことのない、あらゆる障害をサービスの対象とする「障害の範囲」の確立）、③介護保険制度との統合問題（社会参加をはじめ「障害」固有のサービスを尊重し、発展させるという視点に立った介護保険制度との統合問題への考え方）など、年度内に具体的な見解表明が求められる。
さらには、障害者基本法の定時改正や「障害者総合福祉法」の制定、扶養義務制度の見直し(「精神保健福祉法」の保護者規定を含む）などについても、改正に向けての研究や対案作りが必要である。

　最後に、JDの組織課題について触れておきたい。とくに、財政基盤ならびに事務局体制の強化については、積年の課題とされながら展望が出せないままでいる。これらについて、本年度は新たな端緒を開いていかなければならない。

上へ戻る
１．政策課題への対応
　社会保障政策や社会福祉政策の動向を視野に入れながら、障害者政策に関する基本課題や当座の重点事項については、できる限り適時に意見や提言を行なう必要がある。とくに、施行後２年目に入る障害者自立支援法については、実態を踏まえた上での当面の修復策の提言等に加えて、関連事項の探求が求められる。関連事項として緊急性があるのは、いわゆる｢三年後見直し規定｣(自立支援法附則第３条)への備えであり、具体的には①法律全体の点検（応益負担制度、報酬単価等事業運営費基準など）、②介護保険制度との関係性、③所得保障制度(就労施策との関連含む)、④障害の定義、等級制度、⑤障害程度区分基準、などである。
影響力の強い政策提言を可能にするためにも、政府などの保有する基礎的データの情報公開を求め、また総合的な障害者実態調査を実施させ、データと生活実態に即した分析を行いたい。ひきつづき今年度も障害者自立支援法の影響を事例調査によっておこなう。
　障害者問題の「社会化」のためにも、市町村・都道府県障害福祉計画および市町村・都道府県障害者計画の策定と見直しの活動は重要である。とくに市町村障害者計画の義務化は今年度からである。当事者参加・市民参加の取り組みによって、障害者理解を広げつつ国の基本指針や障害者プランの上方修正を図って行くことが望まれる。
 　なお、自立支援法関連以外の基本課題、継続課題として次の諸点があげられるが、これらについても検討、研究を重ねていきたい。

①　障害者基本法の定時改正への備え(５年後見直し規定に基づいて)
②　障害者差別禁止法の創設関連

③　 家族制度・扶養義務制度（保護者規定含む）関連
④　障害者基本計画・障害者プラン、市町村障害者福祉計画関連

⑤　 欠格条項関連
⑥　教育制度・教育体系関連

⑦　 医療・保健関連
⑧　 支援機器（福祉用具）関連
⑨　まちづくり関連

　　上記の政策課題については、政策委員会を中心としながら、政策委員会の下に設置する小委員会において具体的に深めることとする。また、可能な限り加盟団体の意見や提言を参考にしていきたい。

上へ戻る
２．障害者権利条約関連の課題推進

　国連総会で採択が成った障害者権利条約について、当面は翻訳ならびに条文の解釈、さらには個々の条項と国内法制との比較、これらの作業に重点を置くこととする。これらの作業にあたっては、基本的にはＪＤＦを中心に進めることとし、これにＪＤも積極的に参加していきたい。

　大きなテーマとしては、わが国での批准（衆院での承認）ということになるが、決して焦ることなく、条約の水準に沿って国内法制を改めること、場合によっては創設することに最大の力点を置かなければならない。

　なお、ＪＤＦにおいて既に決定をみている、条約批准促進のためのシンボルマークである「イエローリボン」であるが、ＪＤとしても積極的にその普及に努めていきたい。

上へ戻る
３．第二次「アジア太平洋障害者の十年」の推進

　障害者権利条約の課題同様に、この点についてもＪＤＦと一体となりながら推進していきたい。原則として隔年開催のＡＰＤＦ主催の「アジア太平洋障害フォーラム総会・会議」は、今年度が開催年に当たる。開催地はバングラデシュ・ダッカと決定しており、時期は2008年２月下旬に予定されている。ＪＤＦとして派遣団を送ることが確定しているが、ＪＤ加盟団体にも参加を呼びかけていきたい。

　また、今年は、第二次「アジア太平洋障害者の十年」（2003年～2012年）の中間年、なかんずくＢＭＦ（びわこ ミレニアム フレームワーク）の中間年でもある。ＥＳＣＡＰ主催のハイレベル政府間会議が開催され（2007年９月19日～21日、バンコク）、「ＢＭＦプラス５」と題する後半期５年間の行動計画が決議されることになっている。これらの動きについても、押さえておく必要がある。

上に戻る
４．国会・厚労省等への要請および啓発活動
　国内的には「障害者自立支援法」の施行そして障害者施策と介護保険との統合議論が続き、国際的には障害者権利条約の採択などという、障害者関連施策の大きな転換期を迎え、複雑多様化する諸情勢の変化に即応するために、最新の各種の情報等をフォーラム、シンポジウムおよび研修会等を適宜開催する。

　これらを通して障害者問題を広く社会に訴えていくとともに、諸情報を共有する機会を絶えずつくり出す。また、ＪＤ加盟の諸団体が、互いに学び、交流し合う研修会等も計画して、本協議会の活動の活性化を図っていくとともに、他の諸団体との連携をできる限りとりながら、国会及び担当行政部局に対しての働きかけを積極的に展開しつつ、広範な運動を展開するために企画・実行していく。

上へ戻る
５．広報活動、情報通信活動

　ＪＤの顔でもある「すべての人の社会」について、その名のとおり、広範な市民各層に普及していかなければならない。そのためには、内容面での魅力と編集面での工夫、定期発行が最も重要なポイントとなるが、その具体化に努力していきたい。とくに、編集体制が決定的な意味を持つことになるが、加盟団体の協力を得て、編集体制の強化に重点を置きたい。

　内容充実と合わせて、発行部数についても加盟団体の協力を得ながら、大きく伸ばしていきたい。とくに、全国組織を有する加盟団体にあっては、支部等を中心に地方や地域の隅々にまで行き渡るよう、特別の体制をとってほしい。

　なお、2005年度以降、停滞気味にあるインターネットを活用しての情報提供については、新たな体制の下で立て直しを図っていきたい。また、懸案となっているヤマト福祉財団助成事業である「JD25年史」についても、関係者の協力を得て年度内の完成を実現していきたい。

　広報活動や情報通信活動を活発にしていくために、加盟団体から広く委員を募りたい。
上へ戻る
６．組織ならびに財政の強化

　障害分野が大きく揺れ動いている中にあって、ＪＤの役割はより重要性を増している。そんな中で、肝心のＪＤ本体の強化が問われている。この２年間、内規の整備を進め、また正会員や賛助会員、「すべての人の社会」購読者の増を図ってきたが、まだまだ改善点が少なくない。今年度は、とくに以下の課題に力点を置きたい。

1)　組織としてのルールを定める規定類についてはかなり整備されたと考えるが、更に点検・検討を行ない必要な規定の制定に努める。

2)　正会員ならびに賛助会員・購読会員の加入について再度ＰＲを行ない更なる拡充による着実な財政安定につなげたい。

3)　活動計画案の冒頭の「はじめに」に示されている通り、財政基盤並びに事務局体制の強化は難しい問題とは言え、現下の情勢ではいつまでも先送りできない重要課題の一つである。そのための専門委員会またはワーキンググループなどを設置し、真剣にその方向性を模索したい。
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